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報告第１号  令和３年度南国市国民健康保険特別会計決算（見込み）について

歳　　入 (単位：千円) 歳　　出 (単位：千円)

4～11月実績額① 12～３月見込額② 4～11月実績額① 12～3月見込額②

現年度分 935,489 893,389 545,990 347,399 △ 42,100 75,036 83,306 48,415 34,891 8,270

滞納分 57,199 36,552 27,036 9,516 △ 20,647 療養給付費 3,492,153 3,525,333 2,057,648 1,467,685 33,180

小   計 992,688 929,941 △ 62,747 療養費 20,886 21,120 14,134 6,986 234

総務手数料 3 3 2 1 0 審査支払手数料 11,380 11,000 7,790 3,210 △ 380

督促手数料 641 630 258 372 △ 11 高額療養費 587,919 558,165 368,415 189,750 △ 29,754

小   計 644 633 260 373 △ 11 高額介護合算療養費 221 400 231 169 179

10,781 0 0 0 △ 10,781 高額外来年間合算療養費 1,165 1,300 105 1,195 135

普通交付金 4,100,054 4,117,318 2,439,275 1,678,043 17,264 出産育児諸費 10,281 8,122 5,688 2,434 △ 2,159

特別交付金 107,193 104,120 13,918 90,202 △ 3,073 葬祭費 1,770 1,536 1,320 216 △ 234

小   計 4,207,247 4,221,438 14,191 移送費 0 0 0 0 0

一般会計繰入金 512,253 534,030 534,030 21,777 傷病手当金 12 77 77 0 65

基金繰入金 14,156 27,772 25,334 13,616 小   計 4,125,787 4,127,053 1,266

小   計 526,409 561,802 35,393 医療給付費分 1,122,608 1,090,880 681,802 409,078 △ 31,728

0 0 0 0 0 後期高齢者支援金等分 299,697 284,859 178,038 106,821 △ 14,838

25,911 25,911 17,804 8,107 0 介護納付金分 96,993 100,804 63,004 37,800 3,811

5,763,680 5,739,725 △ 23,955 小   計 1,519,298 1,476,543 △ 42,755

共同事業拠出金 1 1 0 1 0

保健衛生普及費 14,223 17,694 4,119 13,575 3,471

特定健康診査等事業費 23,488 28,565 14,420 14,145 5,077

小   計 37,711 46,259 8,548

234,957,661 基金積立金 11 10 0 10 △ 1

27,772,000 0 10 0 10 10

207,185,661 その他の支出 5,836 6,543 1,897 4,646 707

5,763,680 5,739,725 △ 23,955歳 出 合 計

繰
入
金

国
保
事
業
費
納
付
金

繰越金

その他の収入

歳 入 合 計

保
健
事
業
費

　　　Ｒ2出納閉鎖後の残高（現在）

財　政　調　整　基　金　　（円）

　　　Ｒ３繰入額（見込み）

残高見込み（Ｒ３出納閉鎖後）

公債費

令和３年度内訳
比  較

国
保
税

総務費

保
険
給
付
費

使
用
料
及
び

手
数
料

国庫支出金

県
支
出
金

科     目
令和２年度

決算額

令和３年度
決算見込額

①+②

令和３年度内訳
比  較 科     目

令和２年度
決算額

令和３年度
決算見込額

①+②



(単位：千円) (単位：千円)

保険税 929,941

16%

使用料及び手数料

633
0%

国庫支出

金 0

0%

県支出金 4,221,438

74%

繰入金 561,802

10%

繰越金 0

0%

その他の収入

25,911
0%

総務費 83,306

1%

保険給付費

4,127,053
72%

国保事業費納付金

1,476,543
26%

共同事

業拠出

金 1
0%

保健事業

費 40,658    

1%

基金積立

金 10

0%

公債費 10

0%

その他の支

出 6,543

0%

令和３年度決算見込額 歳入 歳出
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議案第１号　　令和４年度における国保税率の改定について

　南国市国保財政は、令和元年、2年度と決算時において国保財政調整基金を繰り入れて赤字補填を行っています。

令和3年度も同様に赤字になる見込みです。南国市では、平成29年、30年度に国保税率の改定を行い、一時は財政状況も安定しましたが、

毎年被保険者数が減少していることや最近の景気動向や新型コロナウイルス感染症による経済の停滞から国保世帯の収入の減小などにより、

国保税収は落ち込んでいます。また、今後数年間で、団塊世代の後期高齢者医療保険への大量移行により被保険者数が一気に減り、

税収も大幅に減額することが予想されます。そのため、現在ある基金を取り崩して赤字対応していくことも今後は難しくなっていきます。

　国民健康保険は特別会計で運営され、被保険者の国保税と国、県等の補助金で賄う独立した財政運営です。被保険者数の減により

今後は補助金も減っていくと見込まれますので、この状況を解決するためには、受益者負担の原則により、一般会計からの繰入は行わず、

国保税収を増やすため国保税率の改定を行っていく必要があります。

　ただし、国保税率の改定を行う場合であっても、被保険者の急激な負担増となる国保税引上げには限度もあることから、検討も行い、

引上げ幅を抑えるための負担軽減に考慮しつつ健全運営に努める必要があると考えています。

 



 

〇令和４年度の国保制度改正について　

◎未就学児分の均等割を軽減　【決定事項】

令和４年度の国保税から未就学児分の均等割を５割軽減することとなりました。

適用対象世帯について所得等の制限はありません。

軽減分に対しては公費が充てられます（国1/2、県1/4、市1/4）。

対象児：約190名　対象世帯：約150世帯

◎国保税の課税限度額の引き上げ　【決定事項】

国保税の負担額は一定の上限額が設けられていますが、令和4年度からその上限額の引き上げが決定されました。

基礎分（医療分）が２万円、後期高齢者支援金分が１万円引き上げとなります。

基礎分（医療分）６５万円、後期高齢者支援金分２０万円、介護納付金分１７万円。最高限度額１０２万円 ※22頁参照

増税が見込まれる世帯：約90世帯
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〇令和４年度国保事業費納付金の仮算定結果について

事業費納付金 医療分 後期分 介護分 合計

令和４年度仮算定 1,023,283,868 286,068,286 107,431,479 1,416,783,633

令和３年度納付金 1,090,879,238 284,858,460 100,803,961 1,476,541,659

増減額（Ｒ４仮－Ｒ３） △ 67,595,370 1,209,826 6,627,518 △ 59,758,026

　令和４年度の国保事業費納付金について、県から届いた仮算定結果によると、令和３年度の納付金額より約６千万円も少なくなっております。

県の見解では、今時点での仮算定であり、今後変動する可能性が高く、その場合、仮算定より納付金額は上がるが、令和3年度納付金額以上になることはないとのことです。

仮算定から本算定にかけて納付金が変動する理由は下記のとおりです。

　🔷納付金が今後変動する理由（県より）

　　（１）前期高齢者交付金、前期高齢者納付金、後期高齢者支援金、介護納付金のＲ４概算額が本算定時に変動が見込まれる。

　　　　　国の係数が変動する可能性あり。

　　（２）保険給付費の見込額の変動の可能性

　　　　　保険給付費（医療費）について、仮算定ではＲ３.３～８月診療分の医療費の実績をもとに積算。本算定時はＲ３.９～１１月診療分も考慮する。

　　（３）前期高齢者交付金概算分について

　　　　　交付金概算額全額を納付金に充てず、２年後の交付金精算時に、返還となった場合を想定して留保することを検討。

　　　　　全市町村への意向調査を行い、決定（１２月中）。留保するとなった場合、納付金は２.３％程度増額となる見込み。

　　※上記の影響により、本算定の納付金額が対仮算定金額から３％程度は変動すると予測。



 

　 納付金額が仮算定より変動することを想定し、１％、２％、３％増額すると仮定して、それぞれの令和４年度の予算案を試算しました。

納付金が仮算定より１％程度の増額であれば、収支が黒字となり税率を変更する必要はなくなりますが、２％以上増額した場合は収支が赤字となるため、

税率改定が必要となります。また、赤字となる場合に税率改定しないとすると、国民健康保険財政調整基金を取り崩して赤字補填することとなります。
（単位：千円）

Ｒ４仮算定 ①（Ｒ４仮算定×1％増） ②（Ｒ４仮算定×２％増） ③（Ｒ４仮算定×３％増） Ｒ３納付金
歳
　
入

現年度分 888,637 888,637 888,637 888,637 888,637

滞納分 36,489 36,489 36,489 36,489 36,489

小計 925,126 925,126 925,126 925,126 925,126

1,001 1,001 1,001 1,001 1,001

歳 0 0 0 0 0

普通交付金 4,226,800 4,226,800 4,226,800 4,226,800 4,226,800

特別交付金 106,115 106,115 106,115 106,115 106,115

小計 4,332,915 4,332,915 4,332,915 4,332,915 4,332,915

一般会計繰入 555,965 555,965 555,965 555,965 555,965

入 繰入金 基金繰入

小計 555,965 555,965 555,965 555,965 555,965

1 1 1 1 1

その他の収入 16,824 16,824 16,824 16,824 16,824

合　計（　Ａ　） 5,831,832 5,831,832 5,831,832 5,831,832 5,831,832歳
　
出

総務費 103,648 103,648 103,648 103,648 103,648

保険給付費 4,245,620 4,245,620 4,245,620 4,245,620 4,245,620
医療給付費分 1,023,284 1,033,517 1,043,750 1,053,983 1,090,880

歳 後期高齢者支援金等分 286,069 288,929 291,790 294,651 284,859
介護納付金分 107,432 108,506 109,581 110,655 100,804

小計 1,416,785 1,430,952 1,445,121 1,459,289 1,476,543

共同事業拠出金 10 10 10 10 10

出 保健事業費 47,040 47,040 47,040 47,040 47,040

1 1 1 1 1

10 10 10 10 10

その他の支出 3,447 3,447 3,447 3,447 3,447

合　計（　Ｂ　） 5,816,561 5,830,728 5,844,897 5,859,065 5,876,319

　形式収支※１　（ Ａ-Ｂ ） 15,271 1,104 -13,065 -27,233 -44,487

〇 〇 〇

14,000 28,000 45,000

15,271 1,104

　　基金繰入金※２ 13,065 27,233 44,487

222,456 208,289 194,120 179,952 162,698

　　　※１「形式収支」・・・・・歳入決算額から歳出決算額を単純に差し引いた額

　　　※２「基金繰入金」・・・・国民健康保険財政調整基金（※）からの取り崩し額　　　　※財源不足に充てるなど財政の円滑な運営を図ることを目的に積み立てられている基金

予　　算　　案

〇令和4年度の予算案について

使用料及び手数料

国庫支出金

　　財政調整基金総額　（利息分除く）

≪税率改定しない場合≫

国保税

県支出
金

国保
事業費
納付金

公債費

≪税率改定する場合≫

　　必要とする増税額（目安）

　　基金積立（利息分除く）

繰越金

基金積立金
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〇税率改定する場合の税率シュミレーション
前頁の予算案から、税率改定を行うとした場合の税率のシュミレーションを行いました。

令和4年度の標準税率はまだ提示されていないため、3年度の標準税率と市税率を比較して、均等割額を標準税率に近づけていくように金額を設定しました。

今回、所得割率は変更していません。市税率は標準税率より平等割額が少し高いので下げたパターンも作成しました。

なお、試算の際は令和4年度の国保制度改正の影響を考慮したうえで計算しています。また、試算時に用いたデータは令和3年度賦課期日（R3.4.1）のものとなります。

合計調定額 965,890,200円
所得割率

(%)
均等割額

(円）
平等割額

（円）
所得割率

(%)
均等割額

(円）
平等割額

（円）
所得割率

(%)
均等割額

(円）
平等割額

（円） 令和３年度南国市の税率（現在）

8.3 26,300 30,000 2.6 8,100 9,400 2.3 9,100 7,200

合計調定額 986,214,000円 約2,000万円増
所得割率

(%)
均等割額

(円）
平等割額

（円）
所得割率

(%)
均等割額

(円）
平等割額

（円）
所得割率

(%)
均等割額

(円）
平等割額

（円） 均等割額を上げる。平等割額はそのまま。

8.3 28,000 30,000 2.60 9,100 9,400 2.3 10,100 7,200 1人当たり2,700円増（40歳以上は3,700円）

合計調定額 1,007,404,800円 約4,200万円増
所得割率

(%)
均等割額

(円）
平等割額

（円）
所得割率

(%)
均等割額

(円）
平等割額

（円）
所得割率

(%)
均等割額

(円）
平等割額

（円） 均等割額をＡより更に上げる。平等割額はそのまま。

8.3 30,000 30,000 2.60 10,000 9,400 2.3 11,000 7,200 1人当たり5,600円増（40歳以上は7,500円）

合計調定額 995,392,700円 約3,000万円増
所得割率

(%)
均等割額

(円）
平等割額

（円）
所得割率

(%)
均等割額

(円）
平等割額

（円）
所得割率

(%)
均等割額

(円）
平等割額

（円） 均等割額Ｂと同じ。医療分及び後期支援分の平等割額を下げる。

8.3 30,000 28,000 2.60 10,000 8,400 2.3 11,000 7,200 1人当たり5,600円増（40歳以上は7,500円）。1世帯当たり3,000円減

合計調定額 974,188,300円 約800万円増
所得割率

(%)
均等割額

(円）
平等割額

（円）
所得割率

(%)
均等割額

(円）
平等割額

（円）
所得割率

(%)
均等割額

(円）
平等割額

（円） 均等割額Ａと同じ。医療分及び後期支援分の平等割額を下げる。

8.3 28,000 28,000 2.60 9,100 8,400 2.3 10,100 7,200 1人当たり2,700円増（40歳以上は3,700円）。1世帯当たり2,000円減

合計調定額 1,021,014,100円 約5,500万円増
所得割率

(%)
均等割額

(円）
平等割額

（円）
所得割率

(%)
均等割額

(円）
平等割額

（円）
所得割率

(%)
均等割額

(円）
平等割額

（円） 令和３年度高知県が提示した南国市標準保険料率

8.51 35,008 24,031 2.60 10,419 7,152 2.46 12,476 6,301

現在の
国保税率

医療分（最高限度額：65万円） 後期高齢者支援金分（最高限度額：20万円） 介護納付金分（最高限度額：17万円）

Ｃ

医療分 後期高齢者支援金分 介護納付金分

Ａ

医療分 後期高齢者支援金分 介護納付金分

Ｂ

医療分 後期高齢者支援金分 介護納付金分

Ｒ3高知県
標準税率

医療分 後期高齢者支援金分 介護納付金分

Ｄ

医療分 後期高齢者支援金分 介護納付金分



〇税率シュミレーションによる世帯当たりの増税額（対市税率）

世帯あたり
国保税増減額（円）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｒ3標準税率

減額（100～300） 1,174

0 63 63 63 1086 63
～１，０００ 1171 1 1086 1877 1114
～２，０００ 1556 1170 1066 1067 908
～３，０００ 1621 1054 1316 669 426
～４，０００ 689 380 359 288 291
～５，０００ 321 398 983 176 628
～６，０００ 563 1334 199 60 397
～７，０００ 235 156 271 89 191
～８，０００ 141 527 97 78 375
～９，０００ 55 241 497 22 262

～１０，０００ 78 84 35 32 181
～１１，０００ 77 115 206 6 257
～１２，０００ 20 442 133 6 109
～１３，０００ 30 19 37 5 92
～１４，０００ 5 232 34 5 78
～１５，０００ 6 130 25 5 74
～１６，０００ 7 14 73 4 77
～１７，０００ 3 50 9 5 202
～１８，０００ 4 8 54 4 112
～１９，０００ 4 65 14 76
～２０，０００ 5 11 18 88
～２１，０００ 3 60 16 77
～２２，０００ 1 5 0 49
～２３，０００ 16 3 59
～２４，０００ 4 26 49
～２５，０００ 13 4 33
～２６，０００ 5 2 29
～２７，０００ 25 6 18
～２８，０００ 2 1 24
～２９，０００ 3 4 32
～３０，０００ 6 0 22
～３１，０００ 0 4 27
～３２，０００ 5 1 15
～３３，０００ 1 4 15
～３４，０００ 2 0 16
～３５，０００ 1 4 15
～３６，０００ 4 0 16
～３７，０００ 0 3 15
～３８，０００ 4 0 9
～３９，０００ 0 1 11
～４０，０００ 3 4 12
～４１，０００ 0 6
～４２，０００ 1 5
～４３，０００ 4 6
～５０，０００ 46
～６０，０００ 25
～７０，０００ 15
～８０，０００ 8
～９０，０００ 10
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〇シュミレーション税率別　モデル世帯における年税額

単身世帯 ６５歳以上　年金収入　の場合 夫婦世帯 ６５歳以上　年金収入　の場合

収入（年金） 軽減 市 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ R3標準 年収（年金） 軽減 市 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ R3標準

100万円 7割 22,000 22,900 23,800 22,900 22,000 22,900
150万円
（夫のみ） 7割 32,300 34,000 35,800 34,900 33,100 36,500

200万円 2割 110,200 112,400 114,700 112,300 110,000 113,400
200万円
（夫のみ） 5割 105,300 108,000 110,900 109,400 106,500 113,200

300万円 なし 234,000 236,700 239,600 236,600 233,700 239,800
300万円

（夫220、妻80） 2割 159,500 163,900 168,500 166,100 161,500 172,000

単身世帯 40～50代　給与収入　の場合 夫婦、子２人（小学生以上） 40代夫婦、夫給与収入　の場合

収入（給与） 軽減 市 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ R3標準 収入（給与） 軽減 市 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ R3標準

98万円 7割 26,800 28,000 29,200 28,300 27,100 28,500 200万円 5割 218,500 224,900 231,600 230,100 223,400 242,700

120万円 5割 60,800 75,800 77,700 76,200 74,300 77,500 300万円 2割 371,600 381,800 392,600 390,200 379,400 411,000

200万円 なし 170,700 211,100 214,900 211,900 208,100 216,000 400万円 なし 509,700 522,500 535,900 532,900 519,500 560,200



〇税率改正への対応について

　６頁にもあるとおり、国保事業費納付金の確定額が仮算定より変動する可能性があるため、来年度予算の見込みが立てづらい状況です。

そのため、令和４年度に税率改定を行うべきかどうかについて、現段階で判断することは非常に難しいです。

毎年被保険者者数が減少していることや今後、数年での団塊世代の後期高齢者医療保険への大量移行を考えると、国保税収の大幅な減少は

目に見えており、基金が残存する今から先を見据えた財政運営を行っていく必要があります。

税率改定への対応について事務局より提案します。

１）　来年１月下旬の納付金本算定通知を受けて税率改定を行う。

この場合、１月末から２月初めに本協議会を２回開催して税率改定を決定することとなります。

🔷今後の納付金算定スケジュール

12月上旬、中旬 市町村へ照会（国保料（税）算定方式、前期高齢者交付金の概算分）

12月下旬 国から確定係数提示あり

12月下旬～1月上旬 納付金、標準保険料率の算定

1月中旬 納付金、標準保険料率　確定

２）　来年度の予算は赤字が見込まれる可能性があるものの、基金で対処できるとして今回は税率改定を行わない。

納付金の額によっては基金がかなり減少するため、来年度には必ず税率改定の議論を行い、令和５年度税率改定を実現させる。

  11



 12

資料１
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資料２　国保税・保険給付費・基金の推移

（単位：千円)

対前年差引額 対前年比（％） 対前年差引額 対前年比（％） 繰入額 残額

平成２８年度 1,094,321 1,502 100.1 4,274,239 28,273 100.7 19,621 79,302

平成２９年度 1,121,756 27,435 102.5 4,230,145 △ 44,094 99.0 0 168,071

平成３０年度 1,033,778 △ 87,978 92.2 4,230,161 16 100.0 0 288,562

令和元年度 1,001,657 △ 32,121 96.9 4,112,478 △ 117,683 97.2 39,486 249,102

令和２年度 992,688 △ 8,969 99.1 4,125,788 13,310 100.3 14,156 234,957

国　保　税 保険給付費
国保財政調整基金

 



 

資料３　被保険者数等の推移

人　　口 世帯数 被保険者数
１世帯当たり
被保険者数 国保加入率

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｃ）／（Ｂ） （Ｃ）／（Ａ） （Ｄ） （Ｄ）／（Ｃ） （Ｅ） （Ｅ）／（Ｃ） （Ｆ） （Ｆ）／（Ｃ）

Ｈ28 47,766 7,230 11,775 1.63 24.65 11,370 96.56 405 3.44 5,041 42.81

Ｈ29 47,540 7,055 11,349 1.61 23.87 11,136 98.12 213 1.88 5,070 44.67

Ｈ30 47,176 6,882 10,994 1.60 23.23 10,909 99.21 85 0.80 5,054 45.92

R1 46,967 6,695 10,586 1.58 22.54 10,566 99.81 20 0.19 4,966 46.91

R2 46,719 6,574 10,348 1.57 22.15 10,348 100.00 0 0.00 4,937 47.71

R3 46,729 6,580 10,197 1.55 21.82 10,197 100.00 0 0.00 4,974 48.78

　　　世帯数及び被保険者数は事業年報による年度平均（令和3年度は8月月報数値)

　
年
度

一　　般 退　　　職 前期高齢者（65～74歳）

（注）人口は年度末（令和3年度は8月末時点）

（単位：人、％）

国　　　　　　民　　　　　　健　　　　　　康　　　　　　保　　　　　　険
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　　　　　（単位：千円、％）

老人分の

対前年比 対前年比 対前年比 対前年比 占める割合

Ｈ28 5,048,515 100.3 4,818,043 101.7 230,472 76.9

Ｈ29 4,978,201 98.6 4,868,655 101.1 109,546 47.5

Ｈ30 4,953,150 99.5 4,910,987 100.9 42,163 38.5

R1 4,785,190 96.6 4,781,465 97.4 3,725 8.8

R2 4,760,386 99.5 4,760,330 99.6 56 1.5

療　　　養　　　諸　　　費　　　額

資料４　医療費の状況

　
年
度 　　　　全　　　体 　　　　退　　職  　 　　　　老　　人 　　 　　　　一　　般

医療費の推移（１）　療養諸費額

 



医療費の推移（２）　一人当たり療養諸費額  （単位：円、％）

対前年比 対前年比 対前年比 対前年比 対前年比

Ｈ28 428,749 104.1 423,750 103.7 569,067 121.2 411,083 101.1 352,839 100.9

Ｈ29 438,647 102.3 437,200 103.2 514,300 90.4 420,471 102.3 362,159 102.6

Ｈ30 450,368 102.7 450,013 102.9 496,035 96.4 430,209 102.3 367,989 101.6

R1 452,030 100.4 452,533 100.6 186,250 37.5 439,366 102.1 378,939 103.0

R2 460,118 101.8 460,113 101.7 0 0.0

　　（注）一人当たり療養諸費費用額は、療養諸費費用額を３－２ベースによる年間平均被保険者数で除した金額。

　　　　　

一　人　当　た　り　療　養　諸　費　額

高知県平均

　
年
度 　　　全　　　体 　　　退　　　職 全国平均一　　般
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被保険者
数（人）

費用額（円）
一人当たり
療養諸費

（円）
　　　　～64歳 6,329 1,998,950,302 315,840
　　 65～69歳 2,917 1,392,500,125 477,374
　　 70～74歳 2,124 1,426,592,161 671,654
（再掲）65～74歳 5,041 2,819,092,286 559,233

小計 11,370 4,818,042,588 423,750
405 230,472,269 569,067

11,775 5,048,514,857 428,749

　　　　～64歳 6,066 1,983,199,408 326,937
　　 65～69歳 2,792 1,347,737,601 482,714
　　 70～74歳 2,278 1,537,717,850 675,030
（再掲）65～74歳 5,070 2,885,455,451 569,123

小計 11,136 4,868,654,859 437,200
213 109,546,073 514,301

11,349 4,978,200,932 438,647

　　　　～64歳 5,859 1,931,945,268 329,740
　　 65～69歳 2,477 1,263,451,173 510,073
　　 70～74歳 2,577 1,715,590,386 665,732
（再掲）65～74歳 5,054 2,979,041,559 589,442

小計 10,913 4,910,986,827 450,013
85 42,162,640 496,031

10,998 4,953,149,467 450,368

　　　　～64歳 5,600 1,840,051,483 328,581
　　 65～69歳 2,265 1,046,905,269 462,210
　　 70～74歳 2,701 1,894,508,766 701,410
（再掲）65～74歳 4,966 2,941,414,035 592,311

小計 10,566 4,781,465,518 452,533
20 3,724,855 186,243

10,586 4,785,190,373 452,030

　　　　～64歳 5,411 1,783,077,857 329,528
　　 65～69歳 2,095 1,036,389,999 494,697
　　 70～74歳 2,842 1,940,861,784 682,921
（再掲）65～74歳 4,937 2,977,251,783 603,049

小計 10,348 4,760,329,640 460,024
0 55,810 0

10,348 4,760,385,450 460,030

一
般

2
年
度

一
般

29
年
度

30
年
度

合　　　　計

退　　職
合　　　　計

退　　職
合　　　　計

元
年
度

退　　職
合　　　　計

退　　職

一
般

一
般

区　　分

28
年
度

一
般

年度別・年齢別の被保険者数・一人当たり療養諸費について

退　　職
合　　　　計

559,233 569,123

589,442 592,311
603,049

569,067
514,301

496,031

186,243

0

428,749
438,647 450,368 452,030 460,030

315,840
326,937 329,740 328,581

329,528

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

28年度 29年度 30年度 元年度 2年度

一人当たり療養諸費の推移

一般（65～74歳）

退職

合計

一般（～64歳）

（円）

 



（基礎分） （後期支援金分） （介護分）

年度 所得割 資産割 均等割 平等割 最高限度額 一般 退職 計 所得割 資産割 均等割 平等割 最高限度額 一般 退職 計 所得割 資産割 均等割 平等割 最高限度額 一般 退職 計

H24 7.8 28.0 25,000 27,000 510,000 93.07 96.59 93.43 2.2 9.5 6,000 5,000 140,000 93.36 96.75 93.72 1.8 6.9 7,500 5,900 120,000 90.63 96.69 92.04

H25 7.8 28.0 25,000 27,000 510,000 93.10 96.88 93.44 2.2 9.5 6,000 5,000 140,000 93.34 97.02 93.68 1.8 6.9 7,500 5,900 120,000 90.10 96.97 91.56

H26 7.8 28.0 25,000 27,000 510,000 93.29 97.37 93.61 2.2 9.5 6,000 5,000 160,000 93.56 97.52 93.87 1.8 6.9 7,500 5,900 140,000 90.52 97.43 91.84

H27 7.8 28.0 25,000 27,000 520,000 93.66 97.69 93.89 2.2 9.5 6,000 5,000 170,000 93.93 97.79 94.16 1.8 6.9 7,500 5,900 160,000 91.06 97.72 92.03

H28 7.8 28.0 25,000 27,000 540,000 94.17 97.47 94.28 2.2 9.5 6,000 5,000 190,000 94.48 97.64 94.58 1.8 6.9 7,500 5,900 160,000 91.76 97.68 92.26

H29 7.8 28.0 25,000 27,000 540,000 94.67 97.32 94.71 2.4 9.5 7,000 8,000 190,000 94.81 97.37 94.85 2.2 6.9 8,500 6,400 160,000 92.72 97.19 92.90

H30 8.3 - 26,300 30,000 580,000 93.94 95.47 93.94 2.6 - 8,100 9,400 190,000 93.94 95.43 93.95 2.3 - 9,100 7,200 160,000 91.35 95.67 91.41

R1 8.3 - 26,300 30,000 610,000 94.11 96.70 94.12 2.6 - 8,100 9,400 190,000 94.12 96.69 94.12 2.3 - 9,100 7,200 160,000 91.79 97.58 91.81

R2 8.3 - 26,300 30,000 630,000 95.33 95.33 2.6 - 8,100 9,400 190,000 95.32 95.32 2.3 - 9,100 7,200 170,000 93.21 93.21

R3 8.3 - 26,300 30,000 630,000 2.6 - 8,100 9,400 190,000 2.3 - 9,100 7,200 170,000

資料５　国保税率及び収納率の推移

    （単位：円、％）

※色付きの部分が変更点

税　　　　　率 収　納　率 税　　　　　率 収　納　率税　　　　　率 収　納　率
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資料６　市町村標準保険料率（市町村算定方式）

所得割
率（％）

資産割
率（％）

均等割
額（円）

平等割
額（円）

所得割
率（％）

資産割
率（％）

均等割
額（円）

平等割
額（円）

所得割
率（％）

資産割
率（％）

均等割
額（円）

平等割
額（円）

平成29年 南国市の保険料率 7.80 28.00 25,000 27,000 2.40 9.50 7,000 8,000 2.20 6.90 8,500 6,400

県の示す標準保険料率
（Ｈ29まで４方式であった
ため）

7.14 24.73 20,889 22,694 2.43 9.36 6,632 7,626 2.08 6.32 8,266 5,548

南国市の保険料率
（Ｈ30） 8.30 - 26,300 30,000 2.60 - 8,100 9,400 2.30 - 9,100 7,200

県の示す標準保険料率 8.83 - 29,643 31,928 2.79 - 9,218 10,101 2.39 - 9,982 7,485

南国市の保険料率
（Ｈ31） 8.30 - 26,300 30,000 2.60 - 8,100 9,400 2.30 - 9,100 7,200

県の示す標準保険料率 8.79 ‐ 36,007 24,711 2.70 ‐ 10,885 7,470 2.28 ‐ 11,596 5,811

南国市の保険料率
（R2） 8.30 - 26,300 30,000 2.60 - 8,100 9,400 2.30 - 9,100 7,200

県の示す標準保険料率 8.51 ‐ 35,008 24,031 2.60 ‐ 10,419 7,152 2.46 ‐ 12,476 6,301

南国市の保険料率
（R3） 8.30 - 26,300 30,000 2.60 - 8,100 9,400 2.30 - 9,100 7,200

平成3１年
（令和元年

度）

令和2年

令和3年

年度 区分
医療分 後期高齢者支援金分 介護納付金分

平成30年

 



令和3年度 第2回南国市国民健康保険運営協議会

補 足 資 料 （前回資料より抜粋）
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